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研究成果の概要（和文）：日本の地方における高齢地域で、公共交通機関がどんどんなくなって

いく現状の中で、救世主として登場したのが、デマンド交通システムである。これを導入した

地域、あるいはこれから導入しようとする地域を対象に精力的に調査を行った。多くの場合よ

り効率的に行う余地が残されているが、それを改善したとしても赤字で、経費の半分以上を税

金の投入で賄っていることがわかった。望ましいのは、既存の基幹交通網がある場合には、そ

れとデマンド交通システムを組み合わせた上で、両者の共存を図ることがわかった。 

研究成果の概要（英文）：At advanced age communities in local areas of Japan, some of the 

means of public transportations have been vanishing rapidly. In place of them, demand 

transportation system (DTS) has been introduced there. We investigated the actual 

circumstances of public transportation system at some communities where DTSs are 

operating or they will be introduced shortly. As a result of the investigations, we are sure 

that the mixture of demand transportation system and the existing key transportation 

systems is the best in many cases. 
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１． 研究当初の背景 

地元山形県では、鉄道・バスを含めた公共

交通機関が乏しい。マイカーと公共交通手段

は競合関係にあるから、マイカーが普及して

いくと公共交通事業体の経営が悪化し、赤字

路線を廃止せざるを得なくなる。利用者にと
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っては公共交通手段がより利用しづらくな

るから、さらにマイカーに頼るという悪循環

に陥ってしまう。こうした中で車社会は否応

なく進行していく。 

マイカーを利用できる人は、公共交通手段

がなくても困らないが、いわゆる交通弱者と

呼ばれている車を運転できなくなった高齢

者、身体が不自由な人、子どもたちにとって

は、これは死活問題である。人口が増えず、

しかも高齢化が進む地域では、そのために、

行政により自治体直営バスや福祉バスの運

行が行われているが、毎年多額の財政負担を

強いられているのが現状である。 

 こうした背景の中で導入されたのが、デマ

ンド交通システムである。デマンド交通シス

テムは、住民の方が希望する戸口から戸口ま

での移動サービスを低額で提供する新しい

公共交通システムである。これは端的にいえ

ば、何人かで共同利用する乗り合いタクシー

である。利用を希望する人は予約センターに

電話をすると、希望する時間・場所にタクシ

ーは来るが、通常は同じような時間帯・地域

に行く他の人と同乗することになるので、自

分が望む場所に到着するまで少々時間がか

かるが、乗り合いなので、低料金で利用でき

る。しかし、乗り合いバスのように、決めら

れた運行時間に、決められた停留所に行かな

ければ利用できないという煩わしさ、不便さ

はない。その意味で、タクシーとバスの良い

ところを組み合わせた交通システムである。 

公共交通手段がない、それに代わるマイカ

ーも利用できない、いわゆる「交通弱者」が

多い交通不便地区では大変便利なシステム

である。2001 年に福島県旧小高町で導入され

たのを契機に、全国の到る所で導入され始め

ている。山形県内でも飯豊町、遊佐町、高畠

町など 17 市町村で既に導入されている。 

ただし、どこでも行政の補助、バックアッ

プなしではやっていけないのが現状である。

もちろん、民間業者がやって採算がとれれば、

行政の出番はなくなるが、そうでないからこ

そ公共交通システムなのである。しかし、従

来の自治体運営のバスや福祉バスよりも安

くすむという意味で、行政サイドにとっても

やる意味がある。また、高齢者の方々の健康

増進といきがいつくりに貢献したまちづく

りを目指す地元の人々、あるいは商店街の活

性化を願っている人々にも注目されている。 

 
２． 研究の目的 

研究テーマは、「高齢地域における地域公

共交通システムのあり方：デマンド交通シス

テムを中心として」である。公共交通機関が

乏しい地方の市町村のいくつかで、高齢者を

中心とした交通弱者救済のために、町営バス

や福祉バスに代わって近年導入されてきて

いるのが、デマンド交通システムである。本

研究では、①交通経済学の手法を用いたデマ

ンド交通システムの社会的観点からの費

用・便益分析、②経営組織論的観点から見た

自治体の直営と民間業者への委託のどちら

が相応しいかという運営方式の選択問題、③

地方自治体の補助を含めた運営費用負担問

題について研究を行い、高齢地域における地

域公共交通システムの望ましいあり方を提

示することを目的としている。 

 
３．研究の方法 

上の研究目的を達成するために、既に述べ

たように、①デマンド交通システムの社会的

視点からの費用便益分析と損益分岐点分析、

②経営組織論的アプローチによる運営方式

選択問題（自治体直営か民間委託か）、③地

方財政論からの費用負担配分問題、これらの

問題を分析、解明するために、4 人のチーム

編成で、3 年間にわたって研究を行った。1・

2 年目は現地調査による基礎データの収集と



解析を中心に行い、損益分岐点、経営上の問

題点およびその解決方法を明らかにするこ

とができた。3 年目は、損益分岐点分析と費

用便益分析を行い、あわせて望ましい経営方

式と財政的観点からの費用負担の望ましい

あり方を明らかにするとともに、地域が持つ

条件の違いはあるが、それぞれに望ましい公

共交通システムを提示した。 

 
４．研究成果 

 本研究の目的を達成するために、平成 21・

22 年度では、研究代表者および分担研究者が

手分けして、いくつかの自治体でのデマンド

交通システムを含む地域公共交通システム

について、担当者に直接ヒヤリング調査を行

うとともに、その実態を調査した。デマンド

交通システムをすでに導入して何年も経過

している自治体（南相馬市（旧小高町）、雲

南市（旧掛合町）等）、導入して間もない自

治体（女川町、角田市、四国中央市、丸森町、

一戸町等）、近々導入しようとしている自治

体（魚沼市、長井市等）、自治体間で共同運

行しようとしている自治体（米沢市・長井

市・高畠町・飯豊町・川西町）、敢えてデマ

ンド交通ではなく別な交通システム（路線バ

スとデマンド交通の中間型）を導入している

自治体（雫石町等）など、調査した自治体は

実に多種多様であるが、これらに共通してい

ることは、どこも経営上厳しい状況にあるこ

とである。 

調査の結果、次のような事実が判明した。

①毎年度見直しを図り、効率的な運営に努め

ているけれども、人口減少の中でデマンド交

通システム利用者が増えず、収入の伸びが期

待できない。そのため、財政負担を減らせな

いでいる。②先にデマンド交通システムを導

入した自治体がそうでない自治体と合併し

た時、住民が望んでいるにもかかわらず、利

害が絡む民間交通業者との折り合いがつか

ないために、合併してできた自治体の全地域

にデマンド交通システムを導入できないで

いる。③デマンド交通システムの効率的運営

のために、隣接する自治体でデマンド交通シ

ステムを共同運営しようとしても、②と同じ

理由でできないでいる。④早い時期にデマン

ド交通システムを導入した自治体では、独自

に運行ソフトを開発し、コスト・ダウンに成

功しているところもある。⑤効率的運営がで

きない、住民のニーズに応えきれないなどの

理由により、デマンド交通システムに見切り

をつけ、路線バスとデマンド交通の中間型

（雫石町の例）に切り替えようとしている自

治体もある。⑥効率的運営を実現するため、

LLP 会社を立ち上げ、行政・住民・交通業者

が一体になった新しい運営方式を採用して

いる自治体もある。 

平成 23 年度では、これまで同様、研究代

表者および分担研究者が手分けして、いくつ

かの自治体でのデマンド交通システムを含

む地域公共交通システムについて、担当者に

直接ヒヤリング調査を行うとともに、その実

態を調査した（安曇野市、飯綱町、東御市等）。

また、研究代表者は、山形県山辺町のデマン

ド交通システム導入委員会のメンバーとし

て、これまでの調査結果を活用し、新システ

ムの開発・導入案の作成に関わった。また、

山形運輸局交通アドバイザーとして、山形県

内市町村の地域公共交通システムのあり方

について指導した。過去 3年間の研究成果は、

科学研究費補助金（基盤研究（Ｃ）研究成果

報告書『高齢地域における地域公共交通シス

テムのあり方－デマンド交通システムを中

心として－』（平成 24 年 3 月末日発行）に

まとめられている。その中には、デマンド交

通システムと他のシステムとの比較分析、デ

マンド交通システム導入費用・運営費用から

見た損益分岐点分析、財政分析、組織運営上



の問題点の分析などの結果が収められてい

る。こうした分析結果を踏まえると、地域条

件の違いにより、デマンド交通システム単独、

それと循環バスとの組合せ、場合によっては

定時定路線型バスのみといった様々な最適

システムがありうることもわかった。上記報

告書では、これまで行ったヒヤリング調査の

うち、代表的なもの 4 件をとりあげ、ケース・

スタディーも行っている。これからデマンド

交通システムを導入しようとしている自治

体、あるいは既に導入しているものの改善し

ようと思っている自治体にとって良い参考

になると思われる。 

 

５．主な発表論文等 

（研究代表者、研究分担者及び連携研究者に

は下線） 

 

 

〔図書〕（計 1 件） 

① 貝山道博・是川晴彦・砂田洋志・下平裕

之・伊藤宣生『高齢地域における地域公

共交通システムのあり方－デマンド交通

システムを中心として－』（坂部印刷株式

会社（山形市流通センター1 丁目 5－3）

出版、2012 年 3 月発行、117 ページ） 

 

 

６．研究組織 

(1)研究代表者 

貝山 道博（KAIYAMA  MICHIHIRO） 

山形大学・人文学部・教授 

 研究者番号：40096392 

 

(2)研究分担者 

 是川 晴彦（KOREKAWA  HARUHIKO） 

山形大学・人文学部・教授 

研究者番号：40215439 

砂田 洋志（SUNADA  HIROSI） 

山形大学・人文学部・教授 

研究者番号：90282194 

下平 裕之（SIMODAIRA  HIROYUKI） 

山形大学・人文学部・教授 

研究者番号：30282932 

伊藤 宣生（ITOU  NOBUO） 

石巻専修大学・経営学部・教授 

研究者番号：30024938 

 

(3)連携研究者 

なし 

 

 
 
 
 


